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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃料改質器と、セルの集合体である燃料電池と、燃料と給水の流量を調整する制御装置
とを備える固体酸化物形燃料電池発電システムであって、前記制御装置は目標出力指令値
（ＬＲＯ）を発生する目標出力設定手段と、前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて前
記燃料改質器に供給する燃料流量を決定する燃料流量指令手段と、前記目標出力指令値（
ＬＲＯ）に基づいて前記燃料改質器に供給する給水流量を決定する給水流量指令手段とを
有し、かつ前記制御装置は、前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて、出力変化率（ｄ
ＬＲＯ／ｄｔ）を求める出力変化率演算手段と、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）に基
づいて前記燃料流量を補正する燃料流量補正手段と、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）
に基づいて前記給水流量を補正する給水流量補正手段とを有し、前記出力変化率（ｄＬＲ

Ｏ／ｄｔ）が負の場合に前記燃料流量補正手段と前記給水流量補正手段ではそれぞれ前記
燃料流量と前記給水流量に対して正の補正をすることによって、燃料電池の出力変動時の
燃料利用率の変動を抑制することを特徴とする固体酸化物形燃料電池発電システム。
【請求項２】
　請求項１において、前記制御装置は、さらに前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて
前記燃料電池に供給する空気流量を決定する空気流量指令手段と、燃料電池出口の燃焼室
温度（ＴＣＢ）を計測する燃焼室温度計測手段と、前記燃焼室温度（ＴＣＢ）に基づいて
前記空気流量を補正する空気流量補正手段とを有し、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）
が負の場合に前記燃料流量補正手段と前記給水流量補正手段ではそれぞれ前記燃料流量と



(2) JP 4944597 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

前記給水流量に対して正の補正を行い、前記空気流量補正手段では前記目標出力指令値（
ＬＲＯ）に基づいて基準燃焼室温度設定値（ＴＣＢＳ）を決定するとともに、前記燃焼室
温度（ＴＣＢ）が前記基準燃焼室温度設定値（ＴＣＢＳ）よりも高い場合は前記空気流量
に対して正の補正を行うことを特徴とする固体酸化物形燃料電池発電システム。
【請求項３】
　請求項１において、前記制御装置は、さらに前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）が正の
場合に前記燃料流量補正手段と前記給水流量補正手段ではそれぞれ前記燃料流量と前記給
水流量に対して負の補正をすることによって、燃料電池の出力変動時の燃料利用率の変動
を抑制することを特徴とする固体酸化物形燃料電池発電システム。
【請求項４】
　請求項３において、前記制御装置は、さらに前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて
前記燃料電池に供給する空気流量を決定する空気流量指令手段と、燃料電池出口の燃焼室
温度（ＴＣＢ）を計測する燃焼室温度計測手段と、前記燃焼室温度（ＴＣＢ）に基づいて
前記空気流量を補正する空気流量補正手段とを有し、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）
が正の場合に前記燃料流量補正手段と前記給水流量補正手段ではそれぞれ前記燃料流量と
前記給水流量に対して負の補正を行い、前記空気流量補正手段では前記目標出力指令値（
ＬＲＯ）に基づいて基準燃焼室温度設定値（ＴＣＢＳ）を決定するとともに、前記燃焼室
温度（ＴＣＢ）が前記基準燃焼室温度設定値（ＴＣＢＳ）よりも低い場合は前記空気流量
に対して負の補正を行うことを特徴とする固体酸化物形燃料電池発電システム。
【請求項５】
　燃料改質器と、セルの集合体である燃料電池と、燃料と給水の流量を調整する制御装置
とを有する燃料電池発電システムの運転制御方法であって、前記制御装置により、目標出
力指令値（ＬＲＯ）を発生する目標出力指令ステップと、前記目標出力指令値（ＬＲＯ）
に基づいて前記燃料改質器に供給する燃料流量を決定する燃料流量指令ステップと、前記
目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて前記燃料改質器に供給する給水流量を決定する給水
流量指令ステップとを実行し、かつ、前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて出力変化
率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）を求める出力変化率演算ステップと、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／
ｄｔ）が負の場合に、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）に基づいて前記燃料流量に対し
て正の補正をする燃料流量補正ステップと、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）に基づい
て前記給水流量に対して正の補正をする給水流量補正ステップを実行することによって、
燃料電池の出力変動時の燃料利用率の変動を抑制することを特徴とする固体酸化物形燃料
電池発電システムの運転制御方法。
【請求項６】
　請求項５において、さらに前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて空気流量を決定す
る空気流量指令ステップと、燃料電池出口の燃焼室温度（ＴＣＢ）を計測する燃焼室温度
計測ステップと、前記燃焼室温度（ＴＣＢ）に基づいて前記空気流量を補正する空気流量
補正ステップを実行し、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）が負の場合に前記燃料流量補
正ステップと前記給水流量補正ステップではそれぞれ前記燃料流量と前記給水流量に対し
て正の補正を行い、前記空気流量補正ステップでは前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づ
いて基準燃焼室温度設定値（ＴＣＢＳ）を決定するとともに、前記燃焼室温度（ＴＣＢ）
が前記基準燃焼室温度設定値（ＴＣＢＳ）よりも高い場合は前記空気流量に対して正の補
正を行うことを特徴とする固体酸化物形燃料電池発電システムの運転制御方法。
【請求項７】
　請求項５において、さらに前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）が正の場合に、前記燃料
流量と前記給水流量に対して負の補正をする燃料流量及び給水流量補正ステップを実行す
ることを特徴とする固体酸化物形燃料電池発電システムの運転制御方法。
【請求項８】
　請求項７において、さらに前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて空気流量を決定す
る空気流量指令ステップと、燃料電池出口の燃焼室温度（ＴＣＢ）を計測する燃焼室温度
計測ステップと、前記燃焼室温度（ＴＣＢ）に基づいて前記空気流量を補正する空気流量



(3) JP 4944597 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

補正ステップを実行し、前記出力変化率（ｄＬＲＯ／ｄｔ）が正の場合に前記燃料流及び
前記給水流量補正ステップではそれぞれ前記燃料流量と前記給水流量に対して負の補正を
行い、前記空気流量補正ステップでは前記目標出力指令値（ＬＲＯ）に基づいて基準燃焼
室温度設定値（ＴＣＢＳ）を決定するとともに、前記燃焼室温度（ＴＣＢ）が前記基準燃
焼室温度設定値（ＴＣＢＳ）よりも低い場合は前記空気流量に対して負の補正を行うこと
を特徴とする固体酸化物形燃料電池発電システムの運転制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃料電池発電システムおよびその運転制御方法に係り、特に出力変動時の燃
料利用率と温度状態を安定化する固体酸化物形燃料電池発電システムとその運転制御方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、クリーンで高効率な分散電源の一つとして燃料電池発電システムが注目されてい
る。なかでも、高温動作可能な固体酸化物形燃料電池発電システムは業務用から産業用な
ど適用範囲が広く、将来の電源、あるいは電熱併給システムとして多分野で期待されてい
る。しかしながら、このような適用分野においては一般に出力変動が激しく、システムに
は高頻度（数10回～数100回／月）で且つ大幅な出力変更（定格出力の20～50％幅）が要
求される。そのため、システムは急速な出力変化要求時でも高い出力応答性を備え、高い
発電効率と、高い耐久性も兼ね備えることが重要となっている。
【０００３】
　固体酸化物形燃料電池発電システムは、燃料電池のセルにおけるカソード側に供給され
た空気中の酸素がイオン化され電解質を透過してアノードに達し、アノード側に供給され
た水素と反応することで起電力を発生する仕組みを利用したものである。この場合、アノ
ードに直接水素を供給しても良いが、通常、都市ガス、LNG、灯油など炭化水素系燃料に
蒸気を混合した原料を予め改質器に通すことで水素リッチな改質ガスに転換し、これを燃
料として使用する方法が一般的である。
【０００４】
　このような固体酸化物形燃料電池発電システムにおいて、特に重要となるのが燃料不足
によるアノードの酸化である。この燃料不足（以下、燃料枯れとよぶ）はアノードに供給
される燃料流量に比べて出力の割合（燃料利用率）が高くなると発生しやすく、燃料利用
率が１００％に達すると燃料枯れとなる。これにより、一旦、アノードに酸化が起きると
電池性能が低下し、起電力と出力が低下し、結果として発電効率も低下する。このように
、燃料枯れは燃料電池の寿命を短くする（耐久性を落とす）要因の一つとなっており、特
に燃料濃度が希薄となるアノード出口付近で発生し易く、出力変動時に起き易いため、運
転制御上、最も留意すべき点のひとつである。
【０００５】
　また、実際には運転中に燃料濃度をリアルタイムで計測するのは困難で、多数のセルの
集合体（これをモジュールと呼ぶ）で構成された燃料電池では、モジュール内部において
均一な燃料流量配分を維持することが困難である。そのため、燃料枯れを防止するために
、一般的には、非特許文献１に記載されているように、燃料利用率が８５％以下となるよ
うな設計がなされている。固体酸化物形燃料電池においては、セル内部での改質能力も有
するが、改質反応は吸熱を伴うため、セル温度をある程度高く保つために、予め前記の改
質器により改質を進めておく方法が一般的に採用されている。通常、改質器での改質率は
５０％前後で運転される。
【０００６】
　また、特許文献１には、発電装置の負荷の急激な増加に際し、燃料供給系の応答遅れに
よって燃料電池に生ずる燃料の欠乏を、過電流保護回路を用いて防止することが記載され
ている。この方法では、過電流発生を検知してから出力電圧設定値を下方修正することで
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過電流を抑制している。
【０００７】
【特許文献１】特開平７－１３５０１３号公報
【非特許文献１】固体酸化物燃料電池と地球環境（田川　著、頁62、アグネス承風社、19
98年6月）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ここで問題となるのが、出力変動等でシステムの物質バランスや温度バランスが変動す
ることで、改質率も変動し、これが燃料利用率の変動要因となることである。例えば、出
力を下げる場合、燃料を出力と一定比率で減少させたとすると、改質器内部での燃料の滞
留時間が長くなるため改質率が促進され、燃料利用率が過渡的に高くなりがちとなる。こ
の現象は、特に排ガス熱回収型の改質器を採用した場合に顕著であり、出力降下が一段落
し、排ガス温度の低下とともに改質器温度が低下するにつれ燃料利用率も回復する。
【０００９】
　このような現象に対し、燃料利用率を予め大きな余裕を持たせることも考えられるが、
常時、過度に余裕を持たせることは発電効率を大幅低下させることになり好ましくない。
【００１０】
　また、特許文献１の方法によると負荷変動に伴う過電流発生の度に出力電圧を変更する
ため、主力値は必ずしも目標値を満足するわけにいかず、その都度出力偏差が発生すると
いう不都合がある。
【００１１】
　本発明が解決しようとする課題は、前記背景技術における問題点を解決することである
。その目的は、出力変動時に燃料利用率を安定に保つことで燃料枯れを防ぎ、電池の耐久
性と発電効率の向上を可能にする固体酸化物形燃料電池発電システムとその運転制御方法
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記目的を達成するために、本発明は、燃料改質器と、セルの集合体である燃料電池と
、燃料と給水と空気の流量を調整する制御装置とを備える固体酸化物形燃料電池発電シス
テムであって、前記制御装置は目標出力指令値を発生する目標出力設定手段と、前記目標
出力指令値に基づいて前記燃料改質器に供給する燃料流量を決定する燃料流量指令手段と
、前記目標出力指令値に基づいて前記燃料改質器に供給する給水流量を決定する給水流量
指令手段と、前記目標出力指令値に基づいて前記燃料電池に供給する空気流量を決定する
空気流量指令手段とを有し、かつ前記目標出力指令値に基づいて出力変化率を求める出力
変化率演算手段と、前記出力変化率に基づいて前記燃料流量を補正する燃料流量補正手段
と、前記出力変化率に基づいて前記給水流量を補正する給水流量補正手段とを有し、前記
出力変化率が負の場合に前記燃料流量補正手段と前記給水流量補正手段ではそれぞれ前記
燃料流量と前記給水流量に対して正の補正をすることを特徴とする。
【００１３】
　また、前記制御装置は燃料電池出口の燃焼室温度を計測する燃焼室温度計測手段と、前
記燃焼室温度に基づいて前記空気流量を補正する空気流量補正手段とを有し、前記空気流
量補正手段では前記目標出力指令値に基づいて基準燃焼室温度設定値を決定するとともに
前記燃焼室温度が前記基準燃焼室温度設定値よりも高い場合は前記空気流量に対して正の
補正をすることを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明は、燃料改質器と、セルの集合体である燃料電池と、燃料と給水と空気の
流量を調整する制御装置とを有する固体酸化物形燃料電池発電システムの運転制御方法で
あって、前記制御装置により、目標出力指令値を発生する目標出力指令ステップと、前記
目標出力指令値に基づいて前記燃料改質器に供給する燃料流量を決定する燃料流量指令ス



(5) JP 4944597 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

テップと、前記目標出力指令値に基づいて前記燃料改質器に供給する給水流量を決定する
給水流量指令ステップと、前記目標出力指令値に基づいて前記燃料電池に供給する空気流
量を決定する空気流量指令ステップを実行し、さらに前記目標出力指令値に基づいて出力
変化率を求める出力変化率演算ステップと、前記出力変化率に基づいて前記燃料流量を補
正する燃料流量補正ステップと、前記出力変化率に基づいて前記給水流量を補正する給水
流量補正ステップと、前記出力変化率が負の場合に前記燃料流量補正ステップと前記給水
流量補正ステップではそれぞれ前記燃料流量と前記給水流量に対して正の補正をすること
を特徴とする。
【００１５】
　また、前記制御装置により、燃料電池出口の燃焼室温度を計測する燃焼室温度計測ステ
ップと、前記燃焼室温度に基づいて前記空気流量を補正する空気流量補正ステップを実行
し、前記空気流量補正ステップでは前記目標出力指令値に基づいて基準燃焼室温度設定値
を決定するとともに前記燃焼室温度が前記基準燃焼室温度設定値よりも高い場合は前記空
気流量に対して正の補正をすることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、固体酸化物形燃料電池発電システムの出力変化時の燃料利用率を安定
化できるため燃料枯れを回避でき、アノードの酸化による電池性能の劣化を防止できる。
そのため、電池の耐久性が増し、長期に亘り高効率と高稼働率を維持できる。これにより
燃料費や保守費を最小限にできるため、運用コストを大幅に低減することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　本発明の最良の実施形態を説明する。燃料電池機器本体は、燃料と給水を受けて混合ガ
スを生成するための燃料予熱器５と、大気から取り込んだ空気を予熱するための空気予熱
器１０と、混合ガスを水素リッチな改質ガスに転換する改質器６を有する。さらに改質ガ
スと空気を受けて直流電力を発生するセル集合体である固体酸化物形燃料電池８と、発生
した直流電力を交流電力に変換するための電力変換器１５を有する。また、燃料流量を調
整するための燃料流量調整弁１７と、空気流量を調整するための空気ブロア１９と、給水
流量を調整するための給水ポンプ１８を有する。この燃料電池機器本体は、機器全体を制
御するための制御装置２００を有する。制御装置２００には目標出力指令値を発生する目
標出力設定手段２１と、目標出力指令値に基づいて燃料流量指令値、空気流量指令値、給
水流量指令値をそれぞれ発生する指令手段２２、２６、２４を含む、燃料流量制御手段５
０、給水流量制御手段１５０、空気流量制御手段２５０を備える。
【００１８】
　また、制御装置２００には、目標出力指令値に基づいて出力変化率を求める出力変化率
演算手段２９を有する。この出力変化率に基づいて燃料流量を補正する燃料流量補正手段
３０と、出力変化率に基づいて給水流量を補正する給水流量補正手段４０と、燃料電池出
口の燃焼室温度を計測する燃焼室温度計測手段３７と、燃焼室温度に基づいて空気流量を
補正する空気流量補正手段６０を備える。
【００１９】
　そして、出力変化率が負の場合に、燃料流量補正手段３０と給水流量補正手段４０では
それぞれ燃料流量と給水流量に対して正の補正をし、空気流量補正手段６０では目標出力
指令値に基づいて基準燃焼室温度設定値を決定する。それとともに、燃焼室温度が基準燃
焼室温度設定値よりも高い場合は空気流量に対して正の補正をするようにしている。
【００２０】
　この構成により、出力変化時の燃料利用率を安定化できるため燃料枯れを回避でき、ア
ノードの酸化による電池性能の劣化を防止できる。そのため、電池の耐久性が増し、長期
に亘り高効率と高稼働率を維持できる。これにより燃料費や保守費を最小限にできるため
、運用コストを大幅に低減することが可能となる。
【００２１】
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　以下、図面を参照しながら詳細に説明する。図１は１実施例による固体酸化物形燃料電
池発電システムの構成を示す。燃料電池のセル構造としては、主として円筒型と平板型が
提案されているが、両者とも基本的な動作原理は同じであり、以下の実施形態では、円筒
型を例にして説明する。また、以下では簡単のため固体酸化物形燃料電池発電システムを
単に燃料電池発電システムと呼ぶ。
【００２２】
　最初に、本実施形態の燃料電池発電システムのうち、制御装置２００を除く破線で示す
燃料電池機器本体１００の働きについて説明する。
【００２３】
　まず、燃料１である都市ガス若しくは灯油（以下、単に燃料と呼ぶ）は燃料タンク２よ
り、給水３は給水タンク４より供給される。両者は混合され燃料予熱器５に送られ、給水
は蒸気となり、燃料は改質器６にて水素リッチで高温の改質ガス７に転換される。改質ガ
ス７は燃料電池８に送入される。一方、大気から取り込まれた空気９は空気予熱器１０に
て予熱されたのち燃料電池８に供給される。
【００２４】
　本実施例の燃料電池８は、複数の円筒型セル１１で構成され、セルの外側がアノード、
内側がカソードになっている。改質ガス７は燃料電池８の下方から送入されアノードに沿
って上昇し、上部の燃焼室１２に排出される。また、空気は上部のマニホールド１３に送
入され、ここで複数に分流し、各セルの内部に配置された円筒状の空気導入管１４の内部
を予熱されながら下降し、下端部を出たのちセル内側のカソードに沿って上昇し、上部の
燃焼室１２に抜ける。燃焼室１２に抜けた空気は、ここでアノードを通過した改質ガス（
燃料ガス）と合流する。
【００２５】
　アノードとカソードの間には解質膜があり、カソード側を通過する空気中の酸素は解質
膜の働きでイオン化され電解質を透過してアノードに達し、アノードに供給される改質ガ
ス７に含まれる水素または一酸化炭素と反応することで起電力を発生する。発生した直流
電力LCは電力変換器１５により交流電力LAに変換され、負荷１６に供給される。尚、本図
では明示していないが、通常、複数のセルは並列接続と直列接続の組合せで必要な電圧と
電流を得ることができるように構成されている。したがって、端子電圧は直列接続セル数
に依存し、端子電流は並列接続セル数に依存する。
【００２６】
　負荷１６が直流電力を要求するものであれば、電力変換器１５は直流から交流への変換
は不要であるが、端子電圧VCは出力により変化するため、電圧変換機能が必要となる。ま
た、負荷に供給する出力電力LAは電力変換器１５における変換損失だけ端子電力LCよりも
小さくなる。
【００２７】
　燃料1、給水３及び空気９の各流量は、それぞれ燃料流量調整弁１７の開度、給水ポン
プ１８及び空気ブロア１９の速度により調整される。改質ガス７はアノードを通過しなが
ら発電に寄与することで燃料濃度が低下するが、ある程度の燃料は残存する。ここで、改
質ガス（セル入口ガス）のメタン、水素及び一酸化炭素のモル分率をそれぞれMCH4_in、M

H2_in及びMCO_inとし、また、セル出口のそれらをMCH4_out、MH2_out及びMCO_outとする
と、燃料利用率UFは次式で定義される。
UF＝100×(（4MCH4_in＋MH2_in＋MCO_in）－（4MCH4_out＋MH2_out＋MCO_out）)／ (4MCH
4_in＋MH2_in＋MCO_in)　　　　（%）
　上式によれば、セル出口においてメタン、水素、一酸化炭素の３成分が全て“零”とな
ったとき燃料消費率UFが１００%となり、燃料枯れの状態となる。前述のように通常は８
５%以下での運転が望ましいとされている。
【００２８】
　燃焼室１２に排出された空気もある程度の酸素が残存するので、残存燃料と空気は燃焼
により再び高温ガスとなり、この高温ガスはマニホールド１３に供給された空気を加熱す
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る。燃焼室１２から排出された高温ガスは空気予熱器１０に送られる。この高温排ガスの
エネルギーにより空気が予熱されマニホールド１３に送入される。さらに、空気予熱器１
０からの排出ガスも燃料予熱器５と改質器６に導かれ、燃料の予熱と改質に利用されたの
ち排ガスブロア２０によりシステム外に排出される。
【００２９】
　このように、排熱を回収して再利用する理由は、燃料電池８において一定以上の効率を
維持して安定な発電をするためには、アノード側出口の燃料とカソード側出口の酸素を一
定以上の濃度に保つことが必要となるからである。そのため、供給された燃料と酸素の全
てを発電に使わず、或る程度の燃料と酸素を残して燃焼室１２に排出することになる。
【００３０】
　次に、制御装置２００の構成と動作について説明する。図１の二点鎖線で囲んだ制御装
置２００において、太線で示す制御要素が本発明の実施形態に係るもので、細線で示す制
御要素は従来システムと共通するものである。ここでは制御装置の働きを理解し易くする
ために各制御要素をブロックで示したが、実際には燃料電池機器本体１００と同一パッケ
ージ内、若しくはその近傍に配置されたコントローラで実現されている。
【００３１】
　まず、従来要素の働きについて説明する。制御装置２００において目標出力設定手段２
１から目標出力指令値LROが発せられる。この目標出力指令値LROに対応して、基準燃料流
量指令手段２２では基準燃料流量指令値FFR0、基準給水流量指令手段２４では基準給水流
量指令値FWR0、及び基準空気流量指令手段２６では基準空気流量指令値FAR0が出力される
。この３つの基準指令値FFR0、FWR0、FAR0は、静特性的に設計条件に合致するバランス条
件であり、定常運転時に出力LROを得るのに必要な値である。
【００３２】
　基準燃料流量指令値FFR0は後述する燃料流量補正手段３０により燃料補正値FFMが加算
されて補正後燃料流量指令値FFRとなり、これが弁開度指令手段２７に与えられ、燃料流
量調整弁17に対する弁開度指令値AFVを出力する。また、基準給水流量指令値FWR0は後述
する給水流量補正手段４０により給水補正値FWMが加算されて補正後給水流量指令値FWRと
なり、これがポンプ速度指令手段２５に与えられ、これに対応して給水ポンプ１８に速度
指令値NWPを出力する。さらに、基準空気流量指令値FAR0は後述する空気流量補正手段６
０により空気補正値FAMが加算されて補正後空気流量指令値FARとなり、これがブロア速度
指令手段２３に与えられ、これに対応して空気ブロア19にブロア速度指令値NABを出力す
る。
【００３３】
　一方、目標出力指令値LR0は電力変換制御手段２８に与えられる。電力変換器制御手段
２８では、これを満たすような電流指令値ICRを電力変換器１５に指令する。即ち、電力
変換制御手段２８では燃料電池８の端子電圧VCを入力して、ICR（＝LR0／ηEVC）なる電
流指令値ICRを発生する。ここで、ηEは電力変換器１５の変換効率であり、前述のように
変換損失分を勘案したものである。また、セルの並列数をnPとすると、セル電流ICはICR
／nPとなる。
【００３４】
　次に、本発明の特徴部に係る制御装置200における制御要素について説明する。図１に
示した燃料流量補正手段３０、給水流量補正手段４０及び燃料流量補正手段６０の具体的
な実施形態について、それぞれ図２、図３、図４を用いて順に説明する。
【００３５】
　図２は燃料流量補正手段の構成を示す。燃料補正手段３０は、出力変化率演算手段２９
より算出された出力変化率（dLR0/dt）を入力する。この変化率に比例ゲイン３１（－KF
）を掛けた値に２次遅れ特性３２を与え、得られた燃料補正値FFMが前記基準燃料流量指
令値FFR0に加算手段３３にて加算されて補正後の燃料流量指令値FFRとなる。
【００３６】
　ここで、比例ゲイン３１を負にした理由は、出力変化率（dLR0/dt）が負になる出力降
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下時は燃料流量を増強し、正となる出力上昇時は燃料流量を抑制することを意図している
。これにより、出力降下時は改質率の上昇とそれに伴う燃料利用率の上昇を抑制する効果
があり、出力上昇時は改質率の低下とそれに伴う燃料利用率の低下を抑制する効果がある
。これらの効果は、改質器６における燃料ガスの滞留時間変動とこれに伴う改質率の変動
が抑制されることで実現している。また、燃料補正値FFMとして２次遅れ特性を与えた理
由は、燃料流量を出力変化に過度に反応させないためと、出力変化終了後の改質器６の温
度が安定値に向かう速度に合わせることで改質率を安定化させるためである。このときの
遅れ時定数TFはシステム動特性に応じて適宜設定すれば良い。
【００３７】
　図３は給水量補正手段の構成を示す。給水流量補正手段４０は、出力変化率演算手段２
９より算出された出力変化率（dLR0/dt）を入力する。この変化率に比例ゲイン３４（－K

W）を掛けた値を２次遅れ特性演算手段３５に与え、得られた給水補正値FWMが加算手段３
６により基準給水流量指令値FWR0に加算されて補正後の給水流量指令値FWRとなる。比例
ゲイン３４を負にした理由は、燃料流量補正手段３０の場合と同様、出力変化率（dLR0/d
t）が負になる出力降下時は給水流量を増強し、正となる出力上昇時は給水流量を抑制す
ることを意図している。これにより、同様の効果、即ち、出力変動時の改質器６における
燃料ガスの滞留時間変動を抑制し、これに伴う改質率の変動と燃料利用率の変動を抑制し
ている。また、給水補正値FWMとして２次遅れ特性を与えた理由も、燃料流量と同様に給
水流量を出力変化に過度に反応させないためと、出力変化終了後も改質率を安定化させる
ためである。このときの遅れ時定数TWもシステム動特性に応じて適宜設定すれば良い。
【００３８】
　図４は空気流量補正手段の構成を示す。空気流量補正手段６０は、まず、目標出力指令
値LR0と温度計３７で計測した燃焼室温度TCBを入力する。目標出力指令値LR0に対応して
基準燃焼室温度設定手段３８で基準燃焼室温度TCBSを決定し、燃焼室温度TCBとの温度偏
差ΔTCBを減算手段３９により求める。次に、補正関数発生手段４１により、温度偏差ΔT

CBに対応した空気補正値FAMが求められ、加算手段４２により基準空気流量指令値FAR0に
加算されて補正後の空気流量指令値FARとなる。
【００３９】
　ここで、基準燃焼室温度設定手段３８で決められる基準燃焼室温度TCBSとは、システム
の静特性バランスとして適切な燃焼室温度であり、定常状態では燃焼室１２を出たあとの
排ガスにより空気予熱器１０、燃料予熱器５、改質器６の運転状態が影響を受ける。補正
関数４１による空気補正は、目標出力指令値LR0に従って出力が変動する場合は、基準燃
焼室温度TCBSに燃焼室温度に追従できるようにするためのものである。即ち、実際の燃焼
室温度TCBが基準燃焼室温度TCBSよりも高くなったときは、空気流量を増やして温度を下
げる働きをし、燃焼室温度TCBが下がった場合は逆に空気流量を減らす動作となる。これ
により、燃料流量補正手段３０と空気流量補正手段４０が動作したときの影響も吸収され
燃焼室温度TCBは安定に保つことができる。補正関数４１としては温度偏差ΔTCBに対して
デッドバンド（不感帯）±Taを設けているが、これは燃焼室１２での流動ムラや燃焼ムラ
などにより燃焼室温度TCBの僅かな温度変動があっても空気流量を変えないためである。
【００４０】
　図５は制御装置の動作による各部の出力の時間経過を示すタイミングチャートである。
本図はシミュレーションによって得たもので、時刻t1からt2の間で目標出力指令値LR0を
一定変化率で降下させ、時刻t3からt4の間では、逆に目標出力指令値LR0を一定変化率で
上昇させた場合を示す。出力変化率（dLR0/dt）はステップ状に変化して、t1からt2の出
力降下時は負方向の矩形状となり、t3からt4の出力上昇時は正方向の矩形状となっている
。燃料補正値FFMと給水補正値FWMは出力変化率（dLR0/dt）に比例し、かつ２次遅れ特性
を示す。これら補正値FFM、FWMが各々の基準値FFR0、FWR0に加算されて実際の指令値FFR
、FWRとなっている。従って、出力変化時の指令値の変化は両者とも基準値の変化より小
さく、出力変化後は徐々に基準値まで復帰している。
【００４１】
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　一方、燃焼室温度TCBについては、基準燃焼室温度設定値TCBSが出力指令値に応じて変
更されている。実際の燃焼室温度TCBは基準燃焼室温度設定値TCBSよりも大きく変動する
傾向を示すが、本発明によると実際の燃焼室温度TCBと基準値TCBSとの温度偏差ΔTCBに応
じて空気量補正値FAMが基準空気流量指令値FAR0に加算されるため、実際の燃焼室温度TCB
の変動は抑制されている。即ち、出力降下時は燃焼室温度TCBの低下が抑制され、出力上
昇時は燃焼室温度TCBの上昇が抑制される。
【００４２】
　以上の結果、本図に示すように改質率RFの変動が抑制され、その結果、燃料利用率UFも
安定化されている。
【００４３】
　以上のように、本実施形態によれば、固体酸化物形燃料電池発電システムの出力変化時
の燃料利用率を安定化できるため燃料枯れを回避でき、アノードの酸化による電池性能の
劣化を防止できる。そのため、電池の耐久性が増し、長期に亘り高効率と高稼働率を維持
できる。これにより燃料費や保守費を最小限にできるため、運用コストを大幅に低減する
ことが可能となる。
【００４４】
　なお、本発明は上述の実施形態に限定されるものでなく、以下に述べる実施形態におい
ても、その本質を何ら変えることなく適用可能である。
【００４５】
　まず、本発明の実施形態では燃料利用率安定化のための補正手段として、燃料補正値、
給水補正値、空気補正値の３つの手段を用いる方法とした。しかし、必ずしも３つの手段
を用いる必要はなく、システム構成や設計条件に応じて、これらの１つ、若しくは２つを
適宜選択して実施する方法としても、本発明の本質を何ら変えるものではない。特に、燃
料補正値と給水補正値を用いる方法は有効である。
【００４６】
　また、本発明の実施形態では燃料補正値と給水補正値を出力変化率に基づいて算出して
いるが、必ずしも出力変化率を用いなくても、これに順ずるものであれば良く、例えば電
流値変化率を用いる方法としても本発明の本質を何ら変えることなく適用可能である。
【００４７】
　さらに、本発明の実施形態では燃料電池のセル構造として円筒型のものを対象としたが
、本発明を適用するに当り円筒型セルに限定する必要はなく、平板型セルやその他の構造
を持つセルに対しても、本発明の本質を何ら変更されることなく実施できる。
【００４８】
　また、本発明の実施形態は燃料電池システムのセル構造として、円筒の内側がアノード
、外側がアノードとするものを対象としたが、この逆でもよい。即ち内側がアノード、外
側がカソードとするセル構造を有する燃料電池システムに対しても、本発明の本質を何ら
変更されることなく実施できる。
【００４９】
　また、本発明の実施形態では燃料補正値と給水補正値の算出に、２次遅れ特性を用いる
方法としたが、必ずしも２次遅れ特性とする必要はない。例えば、１次遅れ特性やランプ
関数などで燃料補正値FFMを柔軟に変更する方法であれば、燃料利用率の変動を抑制する
という本発明の本質は変わらない。
【００５０】
　さらに、本発明の実施形態では空気流量補正用の補正関数４１において、補正感度Fmや
補正の有効域Tbを規定している。この補正関数はシステムの設計条件に応じて、例えば、
３次曲線や比例積分演算など適宜採用した方法としても、燃焼室温度を安定化させること
で燃料利用率を安定化するという本発明の本質は変わらない。
【００５１】
　また、本発明の実施形態では空気流量補正のために燃焼室温度を用いたが、必ずしも燃
焼室温度に着目する必要はなく、これに順ずるものであれば良い。例えば、燃焼室を出た
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あとの排ガス温度を用いる方法としても本発明の本質を何ら変えることなく適用可能であ
る。
【００５２】
　さらに、本発明の実施形態では排ガスが空気予熱器、燃料予熱器、改質器の順次に供給
されるシステム構成としているが、必ずしもこの構成とする必要はない。例えば、排ガス
が改質器を通過してから燃料予熱器に供給されたり、給水蒸発器を別途配置されたりした
システム構成であっても、本発明の本質を何ら変えることなく適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】本発明の１実施形態による燃料電池発電システムの機器本体及び制御装置の機能
を示す構成図。
【図２】１実施形態による燃料流量補正手段の構成図。
【図３】１実施形態による給水流量補正手段の構成図。
【図４】１実施形態による空気流量補正手段の構成図。
【図５】本実施形態による燃料電池発電システムの動作を示すタイミングチャート。
【符号の説明】
【００５４】
　１…燃料、２…燃料タンク、３…給水、４…給水タンク、５…燃料予熱器、６…改質器
、７…改質ガス、８…燃料電池、９…空気、１０…空気予熱器、１１…セル、１２…燃焼
室、１３…マニホールド、１４…空気導入管、１５…電力変換器、１６…負荷、１７…燃
料流量調整弁、１８…給水ポンプ、１９…空気ブロア、２０…排ガスブロア、２１…目標
出力設定手段、２３…ブロア速度指令手段、２５…ポンプ速度指令手段、２７…弁開度指
令手段、２８…電力変換器制御手段、２９…出力変化率演算手段、２２…基準燃料流量指
令手段、２４…基準給水流量指令手段、２６…基準空気流量指令手段、３０…燃料流量補
正手段、４０…給水流流量補正手段、６０…空気流量補正手段、３１…比例ゲイン、３２
…２次遅れ特性演算手段、３３…加算手段、３４…比例ゲイン、３５…２次遅れ特性演算
手段、３６…加算手段、３７…温度計、３８…基準燃焼室温度設定手段、３９…減算手段
、４１…補正関数、４２…加算手段、１００…燃料電池機器本体、２００…制御装置、５
０…燃料流量制御手段、１５０…給水流量制御手段、２５０…空気流量制御手段。
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